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日
本
共
産
党
は
大
阪
市
議
団
が「
く

ら
し
壊
す
『
大
阪
都
』
N
O
！
　
市

民
を
守
る
大
阪
市
へ
の
転
換
を
！
」

と
き
っ
ぱ
り
反
対
し
、
ビ
ラ
で
見
解

を
市
民
に
知
ら
せ
て
い
ま
す
。

　
他
の
党
も
、「
大
阪
都
」
構
想
を
議

論
し
て
い
る「
法
定
協
議
会
」な
ど
で
、

批
判
、
異
論
を
つ
き
つ
け
て
い
ま
す
。

　「
大
阪
都
の
制
度
設
計
は
絵
に

描
い
た
餅
」「
も
は
や
都
構
想
の

議
論
は
不
要
」（
自
民
党
）

　「
大
阪
市
の
解
体
・
廃
止
は
す

る
べ
き
で
は
な
い
」「
協
定
書
の

作
成
は
見
送
る
べ
き
で
す
」（
民

主
党
）

　
総
選
挙
で
の
取
引
も
あ
り
、「
大
阪

都
」
に
賛
成
し
て
き
た
公
明
党
か
ら

も
、
1
月
の
協
議
会
で
は
異
論
が
で

ま
し
た
。

　「
維
新
の
会
」
以
外
の
す
べ
て
の
政

党
か
ら
異
論
・
批
判
が
だ
さ
れ
て
き

た
の
は
、
府
民
世
論
を
反
映
し
て
い

ま
す
。

　
橋
下
市
長
ら
は
、
ご
ま
か
し
や
す

り
か
え
は
や
め
、
こ
う
し
た
声
に
真

し
に
耳
を
傾
け
る
姿
勢
に
改
め
る
べ

き
で
す
。

1
2
6
本
も
の

法
律
改
正
が
必
要

　「
大
阪
都
」
は
、
い
ま
の
法
律
を

1
2
6
本
も
改
正
し
な
け
れ
ば
で
き

ま
せ
ん
。
大
阪
府
市
大
都
市
局
に
よ

れ
ば
、
い
ま
の
案
だ
と
「
事
務
分
担
」

で
1
2
3
本
、「
財
政
調
整
」
で
5
本
、

「
都
区
協
議
会
」で
2
本（
一
部
重
複
）、

法
律
に
抵
触
す
る
か
ら
で
す
。

　
大
都
市
局
は
、「
総
務
省
と
調
整
中
」

と
し
ま
す
が
、
各
省
庁
か
ら
は
「
な

ぜ
特
別
区
が
中
核
市
並
の
権
限
を
担

う
の
か
？
」「
特
別
区
が
事
務
を
処
理

す
る
た
め
に
職
員
体
制
や
専
門
性
の

確
保
が
図
れ
る
の
か
」
な
ど
、
制
度

の
根
幹
に
か
か
わ
る
質
問
が
寄
せ
ら

れ
て
い
ま
す
。

　
国
会
で
「
大
阪
都
」
の
た
め
の
「
特

別
区
設
置
法
」
が
つ
く
ら
れ
た
の
は

2
0
1
1
年
の
知
事
・
大
阪
市
長
ダ

ブ
ル
選
挙
の
半
年
後
で
し
た
。
自
民

党
、
公
明
党
、
民
主
党
な
ど
の
中
央

政
党
が
「
維
新
」
に
ひ
れ
伏
し
た
結

果
で
す
。
し
か
し
、
い
ま
や
そ
ん
な

「
風
」
は
ど
こ
に
も
あ
り
ま
せ
ん
。

　
そ
こ
で
橋
下
市
長
は
、「
や
ろ
う

と
思
え
ば
、
事
務
処
理
特
例
条
例
で

で
き
る
」
と
い
い
だ
し
ま
し
た
。「
裏

技
」
と
も
い
え
る
も
の
で
す
が
、「
大

阪
都
」
構
想
の
大
義
の
な
さ
が
き
わ

だ
ち
ま
す
。

法律を変えないと

できないと聞いたが
？Q.

7

「
維
新
の
会
」以
外
の

各
党
か
ら
異
論
、批
判
が

各政党の態度は？Q.
8

「
大
阪
都
」案
批
判
が

こ
ん
な
に
も
―
―
マ
ス
コ
ミ
報
道
、

「
大
阪
府
・
大
阪
市
特
別
区
設
置

協
議
会
」（
法
定
協
）論
議
な
ど
か
ら

「東京に先んじるという看板に偽り
あり」「せっかく都区で仕分けした
事務を結局、一部事務組合が担う
のでは、市を5～7区に分割する効
果を疑われる」（都政新報）

「広域自治体、特別区の将来イメー
ジをつかむにはほど遠く、新たな
大都市制度実現の意義を確認でき
ない」（公明・第12回法定協）

何のための分割か

新たな大都市制度の
意義を確認できない

日本共産党大阪市会議員団のビラ

2013年8月10日
「朝日新聞」

2013年6月20日
「産経新聞」

2013年8月23日
「都政新報」

■78もの事務をひとまとめにした一部事務
組合をつくる…一体何のための分割か（共産・
第９回法定協）

■一部事務組合は住民との距離が遠くなる、
住民自治によるガバナンスに問題を生じる
（民主・第７回法定協）

８兆円もの借金が「大阪都」に
■実質公債費率が30.5％と、財政健全化団体
に転落する水準になる（公明・第８回法定協）

■府・市を合わせて、借金は８兆2000億円に!
大阪都構想は、まさに大阪破たん構想だっ
た!!!（自民・大阪市議団チラシ）

126本も法律改正しないと
「都」できず
■多くの調整課題がある…全てＯＫにならな
ければ新たな大都市制度は実現しない（自民・
第７回法定協）

■法改正のハードルは高い（民主・第８回法定協）

効果は過大、コストは過小
■効果とコストについて、あまりに都合のい
い捉え方をしすぎている…純粋に大都市制
度の変更による効果額を示すべきである  
（自民・第７回法定協）

■大都市制度の効果額とは言えないものが算
入されてるのはね、市民から見ても「なん
でやねん」ということになる（公明・第７回法定協）

■権限だけ特別区が持ったとしても、それを
裏打ちする財源がないままでは…住民サー
ビスの低下をきたす（民主・第９回法定協）

■移行当初から、特別区の財政収支不足のた
めに活用する補てん財源の確保が必要…き
ちっと想定した収入が得られるのか疑問  
（公明・第１１回法定協）

■（制度移行時に不足する）1,500人の新規採
用は、募集できるのが、…住民投票以降で
あり、実現可能は非常に厳しい（公明・第８回法
定協）

特別区づくりの意味なくす
「一部事務組合」

1000～2000人の職員不足

財源なく市民サービス低下の
「特別区」


